
平成30年 5月 16日

那覇地方裁判所 仕l中

原告訴訟代1理人

弁護士

弁護1士  熊

弁護士  岩  原  義

当事者の表示   FJll紙当事者目録記‐載の通り

海外渡航費等公金返還義務付け (住民訴訟).請求‐事件
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請求の趣旨

1_被告は岸本義一郎に対し、金 25、 Ooo円 の支払を~‐i求 せよ c

2 被 1与 は阿波連貴 iた に対 し、金 25, 000「 |の 支払を請求せよ .

3 訴訟費用は被告の負担 とするく

との判決を求めるc

請求の原因

第 1 当事者

1 原告 らは、後述する沖縄県職員措置請求を提起 した沖縄県民である。

2 被告は、地方 自治法1条 の3第 2項所定の普通地方公共団体である沖縄

県の首長であり、翁長雄志は、平成26年 11月 16日 開票の沖縄県知事選挙

で当選し:同年12月 10日 に被告の地位に就任して現在に至る。

3 岸本義一郎は沖縄県知事付の秘書であり、阿波連貴夫は秘書課主査で

あり、いずれも平成27年 9月 21日 にジュネーブで開催された国連人権理事

会に翁長雄志と同行 した。

第 2 不当な公金支出

1 翁長雄志氏による国連演説

沖縄県の知事である翁長雄志は、平成27年 9月 21日 にジュネーブで開

催された国連人権埋事会において普天間基地の移設問題に関し、沖縄人

を先住民とすそ)主張 |こ のっとり、 「沖糸[C)自 己決定権や た椎がないがし

ろにされている」 とする演説を行った。

なた  「先住民」 と |ま 、 「摯治的に劣勢な地位にあそ.集 団で、その国




